
○遺族・傷病見舞金制度のＱ＆Ａ 

 

問：具体的にどのような犯罪行為が対象となりますか。 

答：日本国内及び国外の日本船舶・日本航空機内で行われた、人の生命又は身体を

害する罪に当たる行為で、主なものとして殺人、強盗致傷、傷害、強制わいせ

つなどが該当し、空き巣や特殊詐欺などの財産の実の犯罪被害は対象となりま

せん。 

 

問：交通事故による被害は、見舞金給付の対象となりますか。 

答：この制度は故意の犯罪行為による被害を対象としていますので、一般的な交通

事故の過失による被害は給付の対象となりませんが、危険運転致死傷罪は対象

となります。なお、過失による交通事故の被害には、自動車損害賠償保障法が

適用されることになります。 

 

問：犯罪行為の事実はどのように確認するのでしょうか。 

答：申請者の同意に基づき、必要に応じて事件捜査を担当する警察署等に犯罪行為

の認知に関する照会を行い、確認します。 

 

問：犯罪被害に遭った方が白糠町民であれば、見舞金給付の対象となりますか。 

答：犯罪被害に遭われた方や、そのご遺族で実際に給付を受けようとする方が、犯

罪が行われたときに白糠町民であった場合は、給付の対象となります。遺族見

舞金であれば、被害者の第１順位のご遺族が白糠町民であること、傷病見舞金

であれば被害者ご本人が白糠町民であることが条件となり、犯罪被害の後に町

外へ転出した場合でも見舞金給付の対象となります。なお、犯罪被害に遭った

場所が白糠町内であるかどうかは問いません。 

 

問：傷病見舞金を受け取った被害者が、当該犯罪行為を原因として死亡した場合、

遺族に遺族見舞金は給付されますか。 

答：すでに支給された傷病見舞金の額を減じた額を遺族見舞金として支給します。 

 

問：遺族見舞金の支給対象となる「遺族」について教えてください。また、遺族見

舞金の支給対象となる「遺族」が複数人いる場合はどうなりますか。 

答：遺族の順位は次の（ ）の番号順です。 

１．⑴配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。） 



２．犯罪被害者の収入によって生計を維持していた世帯における次の方 

⑵子（事実上養子縁組関係と同様の事情にあった者を含む。） 

⑶父母 ⑷孫 ⑸祖父母 ⑹兄弟姉妹 

３．２に該当しない犯罪被害者の次の方 

⑺子 ⑻父母 ⑼孫 ⑽祖父母 ⑾兄弟姉妹 

 

※第１順位の遺族が見舞金の申請をしないからといって第２順位の遺族に申請権が移

ることはありません。そのため、第１順位遺族である配偶者が申請を辞退した場

合は、第２順位遺族となる子が見舞金を申請することはできません。 

また、父母など、第 1 順位の遺族が複数人いる場合は、代表者を選任していただ

き、申請していただくことになります。 

 

問：見舞金の支給制限で「見舞金を支給することが社会通念上適切でないとみとめ

られるとき」とは、どのような場合ですか。 

答：見舞金の支給が加害者の利益になる場合や、不適切な人間関係の中で発生した

犯罪被害の場合などが想定されます。 

 

（例１）友人関係にあり、同居している加害者と被害者において、加害者が被害者の

収入等一切を管理しており、見舞金を申請させる等により加害者の利益にあ

る可能性がある場合。 

（例２）被害者と加害者が犯罪グループの仲間同士であり、仲間内の犯罪行為により

傷害を負った場合 

 

問：代理申請は可能でしょうか。 

答：申請者となる第１順位のご遺族や犯罪被害者の方が、未成年者である、意識不

明の状態であるなど、やむを得ない理由により申請手続きができない場合は、

親族等による代理申請が可能です。 

 


